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倒産手続における保険契約の取扱いの相違

１．はじめに

　保険契約は、何十年間、場合によっては終身期間の契約と

なっているものもあります。保険事業者（保険会社を含みます。

以下同様です。）は、契約者保護の観点から、法令により、財

務の健全性を保つことが義務付けられていますが、それでも

なお、長期の契約期間中に経済が大きく変動し、経営状態の

良かった保険事業者でも倒産する可能性があります。

　1990年代から2000年代にかけて、保険会社の倒産事例が

いくつか発生した後は、日本において保険事業者が倒産する

ことはしばらくありませんでしたが、2020年に東京地方裁判所

で保険事業者の民事再生の事案が発生しており、今後も保険

事業者の倒産事案が発生する可能性があります。

　以下では、保険事業者が倒産した場合を中心に、倒産手続

における保険契約1の取扱いを解説いたします。

２．保険事業者が倒産した場合

（１）　各倒産手続での共通事項

　保険事業者が倒産手続に至った場合、倒産手続開始決定

前に締結された保険契約に基づく保険契約者の権利（第三

者が保険金受取人の場合は、当該第三者の権利を含みま

す。）は、保険事故の発生を停止条件とする条件付倒産債権

であると考えられます。

　そして、保険契約については、将来の保険金支払と保険料

支払が対価関係に立っており、原則的に双方未履行双務契

約に該当すると解されます2。そして、双方未履行双務契約に

ついては、各倒産手続において、倒産手続に入った債務者

から解除することが、原則的に認められています（(2)以下で

詳述します。）。

　ただし、そもそも保険料の払込が既に完了している保険契

約の場合は、既に一方の履行が完了しているため、そのよう

な双方未履行双務契約には該当しないと解されます。

（２）　破産手続の場合

　破産法上、双方未履行双務契約については、債務者側

（破産管財人）から解除することができます（破産法53条1

項）。

　しかし、保険法においては、その例外が定められており、保

険事業者（保険者）が破産手続開始決定を受けた場合、「保

険契約者」は保険契約を解除することができ（保険法96条1

項）、かかる解除がなされないときは、保険契約は、破産手続

開始決定の日から3か月を経過した日に当然に失効する（同

条2項）と定められています。

　上記の規定は、保険契約者の保護及び保険契約関係の迅

速な清算を目的とするものであり、同条が適用される結果、

保険事業者（保険者）側から破産法53条1項に基づく契約解

除権を行使することはできないと解されています。

　なお、保険法96条2項の規定により保険契約が失効した場

合、保険事業者（保険者）は、保険契約者に対し、当該終了

の時における保険料積立金3を払い戻さなければなりません

（同法63条4号、92条4号）。

2：伊藤眞『破産・民事再生法』414頁（有斐閣、第4版、2018年）

3：生命保険の場合は「受領した保険料の総額のうち、当該生命保険契約に係る保険給付に充てるべきものとして、保険料又は保険給付の額を定めるための予定死亡率、予定利率そ
の他の計算の基礎を用いて算出される金額に相当する部分」（保険法63条本文）、傷害疾病定額保険の場合は、「受領した保険料の総額のうち、当該傷害疾病定額保険契約に係る保
険給付に充てるべきものとして、保険料又は保険給付の額を定めるための給付事由の発生率、予定利率その他の計算の基礎を用いて算出される金額に相当する部分」（同法92条本
文）をいう。

1：生命保険契約及び傷害疾病定額保険契約を念頭に置いている。
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（３）　民事再生手続の場合

　そもそも、生命保険会社については、民事再生法上、保険

契約者等の権利が一般優先債権化され（民事再生法122条1

項、保険業法117条の2第1項）、民事再生手続外での弁済

禁止の規律が及びません。すなわち、生命保険会社は、民

事再生手続が開始されても、保険契約者等からの請求に応

じなければならないことから、これまで保険事業者の倒産手

続として、民事再生手続の選択はほとんど想定されていませ

んでした。しかし、生命保険会社ではなく認可特定保険業者4

の場合は、保険契約者等の権利が一般優先債権にならない

ことから、民事再生手続も選択肢としてあり得、実際に、前述

の2020年の東京地方裁判所の事案では、認可特定保険業

者が民事再生手続を選択しました。

　民事再生法上、双方未履行双務契約については、債務者

側から解除することができます（民事再生法49条1項）。そし

て、保険事業者（保険者）が再生手続開始決定を受けた場合

は、上記保険法96条は適用されません。その他、民事再生

法49条1項に基づく契約解除権の適用を排除する規定はあり

ません。

　そのため、保険事業者（保険者）は、双方未履行双務契約

となっている保険契約について、民事再生法49条1項に基づ

き解除することができると解されます5。

　保険事業者から解除されずに残った保険契約に基づく保

険契約者の権利は、再生計画に取り込まれ、その中で権利

が決定することになります。また、保険事業者の解除により債

権が発生した場合も、再生計画の中でその取扱いが規定さ

れることになります。

　なお、民事再生手続の場合は、破産手続の場合と異なり、

保険料積立金の払戻しに関する規定はありません。

（４）　会社更生手続の場合

　会社更生法上、双方未履行双務契約については、債務者

側（更生管財人）から解除することができます（会社更生法61

条1項）。

　しかし、保険業を営む相互会社又は株式会社の会社更生

手続については、金融機関等の更生手続の特例等に関する

法律（以下「更生特例法」といいます。）が適用されるところ、

更生特例法上、会社更生法61条の規定の適用は明文で排

除されているため（更生特例法439条）、保険事業者から保険

契約を解除することはできません。

　保険契約は、更生計画により条件変更が行われ（同法445

条参照）、それにより保険契約者の権利が変更されることにな

ります。

　なお、保険契約者の権利は、保険契約者保護機構により保

護されますが、ここでの説明は割愛いたします。

３．保険契約者が倒産した場合

　上記2(1)のとおり、保険契約については、原則的に双方未

履行双務契約に当たると解されますので、保険契約者が倒

産した場合に、破産法53条1項、民事再生法49条1項及び会

社更生法61条1項に基づき、保険契約者（又はその管財人）

から解除することが認められます（なお、保険法96条の規定

は、保険者（保険事業者）が破産した場合の規定ですので、

保険契約者が破産した場合には適用されません。また、更生

特例法は、保険業を営む相互会社又は株式会社が会社更

生となった場合の規定ですので、同法439条の規定は適用さ

れません。）。

　また、保険契約者（又はその管財人）が契約の存続を望む

場合は、引き続き保険料の支払を継続することで、契約を存

続させることも可能と解されます。

４．まとめ

　以上のとおり、保険契約者が倒産した場合は、どの倒産手

続においても、保険契約の取扱いは大きく変わるものではあ

4：保険業の免許又は少額短期保険業の登録はないものの、行政庁の認可のもと、一定の保険業を行うことができる事業者をいう。

5：伊藤眞、前掲脚注2、948頁
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ませんが、保険事業者が倒産した場合は、選択する倒産手続

によって保険契約の取扱いが大きく異なります。

　そのため、保険事業者が倒産した場合は、それぞれの倒産

手続において保険契約がどのように扱われるのかをよく理解

した上で、どの倒産手続をとるかを選択する必要があります。ま

た、保険事業者が倒産手続を選択した場合の保険契約者

も、それぞれの倒産手続における保険契約の取扱いの相違

をよく理解した上で、当該倒産手続に債権者として関与する必

要があります。

具体的な事案に関するお問い合わせはこちら

【事業再生・倒産に関する問い合わせフォーム】✉

Res t r u c t u r i n g ,  Rehab i l i t a t i on  and  Deb t  Managemen t
Oh -Eba sh i  News l e t t e r

2 0 2 1  D e c .

https://www.ohebashi.com/jp/
https://www.ohebashi.com/jp/bandr-contactform.php

